





経済研究所 / Institute of Developing


















れるのが、無線通信機器、自動車部品の対日輸出の増加である。無線通信機器 対日輸出は二〇一一年に一気に前年比八八・二％増を記録した。こ は、 本市場で韓国メーカーのスマートフォンが市
民権を得、販売が拡大したためである。これまで、自動車、家電といった耐久消費財分野では、日本市場における韓国メーカーの販売は振るわなかった。これら製品日本企業の国際競争力も高く 市場競争も激しか ために、ブランド力に劣る韓国メーカーは日本への販売に必ずしも注力しなかったためである。こうした状況を初めて打破したのがスマートフォンといえよう。スマートフォンを契機に韓国製品に対する日本の消費者の評価も変わりつつあ 。今後、他の分野で韓国製品が日本市場どれだけ浸透するか注目される。　
自動車部品は二〇一二年時点で
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界が外食産業で、二〇〇七年ごろから各社一斉に進出してきている。二〇一 年以降をみ も、あきんどスシロー（二〇一一年四月に現地法人設立、一二月に一号店開設） 、モスフードサービス（二〇一一年一〇月） 、プレナス（弁
当チェーン「ほっともっと」を展開、二〇一一年一一月） 、トリドール（うどんチェーン「丸亀製麺」を展開、二〇 二年七月） 、ワタミ（二〇一二年 一月）などが合弁ないし独資で新たに韓国法人を設立した。韓国で日本食市場が拡大し日本から企業進出が相次いでいる具体的な理由としては、①日本食が「健康に良 」というイメージが強く、見た目の美 さ
表 1　最近の日本企業の韓国進出事例（2012 年 4月〜 2013 年 3月）
発表日 企業名 概要
2012 年
5 月 16 日
日本電気硝子 ・薄型パネルディスプレイ用ガラスの製造、販売を行う新会社を京畿道
坡州市に設立。資本金約 70 億円（同社の 100％出資）、設備投資額約
330 億円の予定。
5月 29 日 東芝 ・風力発電機器事業、風力発電所の開発・建設・運用を行うユニスン社














7月 31 日 トリドール ・2012 年 8 月にソウル市に 100％子会社を設立。セルフうどん「丸亀製
麺」など外食事業等を展開。












11 月 8日 ワタミ ・外食大手ジェネシスと合弁会社を設立し、「居酒屋　和民」のフラン
チャイズ展開を行う。合弁会社の資本金は 20 億ウォン、出資比率は
子会社のワタミインターナショナル 50％、ジェネシス 50％。
11 月 15 日 味の素 ・仁川経済自由区域にバイオ医薬品製造用培地事業の合弁会社を設立。





11 月 15 日 大和リビング ・韓国で成長が見込まれる賃貸住宅管理事業を展開すべく ktestate との
合弁会社を設立。資本金 10 億ウォン、出資比率は大和リビング
49％、ktestate51％。
12 月 6日 オリックス ・STX グループでエネルギー事業を手掛ける STXEnergy に資本参加す
る。最大 49.9％の持分を取得する。韓国の電力市場での事業拡大を図
る狙い。











1月 17 日 コニカミノルタ ・韓国国内のビジネスコンビニ最大手の FedExKinko’sKorea を買収。
・買収により今後成長が見込まれる韓国のプロダクションプリント分野
に向けて、多彩な出力サービスを迅速かつ広範囲に実現する。
2月 3日 帝人 ・SK ケミカルと、ポリフェニレンサルファイド（PPS）樹脂とその複合
材料を製造・販売する合弁会社の設立で合意。所在地は蔚山市、資本






































る事例もみられる。韓国 地理的に中国に近いこと、顧客の韓国企業が中国に拠点展開をして ることなど その理由である。例えば、ＪＸ日鉱日石エネルギーは二〇一一年八月 ＳＫグループと 合弁によるパラキシレン製造拠点設立を発表したが、製品は中国を中心にアジアに供給する計画である。　
なお、韓国に進出した日本企業
の業績は相対的 良好である。前述のジェトロの ンケート調査では二〇一二年の営業利益の見通しを聞いているが、在韓日系企業の黒字比率（二〇一二年の営業利益が「黒字の見通し」と回答した企業数／全回答企業数）は七五％と、調査対象二〇カ国・地域中で三番目に高かった。在韓日系企業の黒字比率は例年上位にランクインしており、 績は安定して良好である。　
とはいえ、事業上の課題に直面
している在韓日系企業も少なくない。ソウル首都圏を中心 する日




行ベース。韓国輸出入銀行データベースによる。以下同様）は、必ずしも活発とはいえない。韓国の対外直接投資全体のなかで日本は第一三位（二〇一二年末、累計金額ベース）の直 先にとどまっている。それでも、かつては多くても年間 億ドル程度だったものが、二〇〇〇年代半ば以降は年間二〜五億ドル台でそれなりに底堅く推移している。以前はサムスン、現代自動車 ＬＧ、ポスコなど大手財閥に属する企業の日本国内向け販売拠点や研究開発拠点の設立が中心であったが、近年は企業や投資目的がそれなりに多様化してきている。　
製造業では、高い技術を持つ日






















後どの程度持続するのは予見が難しいところである。二〇一三年通年の見通しに関して韓国政府 プレス・リリース なかで「昨年円高などで（中略）石油化学分野を中心に日本 中大型企業の対投資が大幅に増加 たが、今年は中小企業を中心とした投資が行われ、投資規模面では多少減少する見通し」 （一月四日発表）としている。素材関連の大型投資が一段落し、日本からの直接投資額が減少するとみているわけである。他方、中長期的にみると、顧客に近い場所で生産、さらには開発を行う流れが強いだけに、エレクトロニクス分野を始め、グローバル市場における韓国企業の勢 が続く限りにおいては、日本企業の韓国事業強化の流れはそれなりに続くものと思われる。　
他方、韓国企業の対日直接投資
については、日本の内需規模が大きいことや、貿易や対内直接投資における日本と 密接な関係と比較して対外直接投資での プレゼンスが低 を考えると、さらなる拡大の余地が残されているとみるべきであろう。（もももと
　
かずひろ／日本貿易振
興機構
　
海外調査部主査）
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